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新技術分野における技術者コミュニティの形成と技術標準 

 

○今井寿子（立命館大学大学院テクノロジーマネジメント研究科） 

 
問題意識 

標準化過程に関する先行研究は数多い。しかし技術開発の初期段階にある技術標準について、「誰が

何をしたら標準化されたことになるのか」についての研究事例はあまりない。また、新しい技術分野が

確立されるときはその技術分野を共通の目的とした新規のコミュニティが形成される。しかしこのよう

なコミュニティの形成過程について明確に提示した研究は少ない。本研究では標準化と新たな技術者コ

ミュニティの形成過程について、まず新規開発要件を抱えたある既存技術分野が、関連する別の技術分

野について標準化を試み、この標準が複数の技術分野で共有されることで新たな技術者コミュニティが

形成されるのではないかと考え、国内住宅用太陽光発電を事例として検証を試みた。 
 
先行研究 

標準化の役割 
 標準は、それを制定する組織形態によって デジュール・デファクト、コンソーシアム・フォーラム

と分類することができる（日本規格協会 2009）別の視点からはフォーラム標準とデジュール標準をフ

ォーマル・インフォーマルの軸で対比する解釈(新井 2006)、デジュール標準とデファクト標準を、コン

ソーシアム標準に含めるとの解釈がある（David and John2005）。 
とくに近年コンセンサス標準が注目されている。とくにＲ＆Ｄコンソーシアムの形成とコンセンサス

標準の成立過程について多くの研究がある。（糸久 2011, 高梨&Lee 2013）調整メカニズムについては、

とくに自律的な調整機構としてのインターフェース標準が知られている（徳田 2011）。また、ビジネス・

エコシステムの分析では、補完財合流型において標準がネットワーク外部性として作用することが指摘

されている。（立本 2011） 
しかし技術開発の初期段階で開発要素を特定の技術分野に限定し、あらかじめ他の既存技術の特性を

開発の前提条件（標準）と認識する事例についての研究はあまり見られない。 
 
コミュニティと技術開発 
 コミュニティは関心を共有する人々の集まりと定義される（マッキーヴァー1917, 杉原 2012）。組織

としてのコミュニティは、外部と内部の関係の二重性（広井 2009）を特長とする組織と理解できる。 
また、とくにプラクティスが共有される場合実践コミュニティと呼ばれ、学習や技術伝承の場として

機能することが知られている(Lave and Wenger 1992、田崎 2009)。またひとたび形成された実践コミ

ュニティが外的要因の変化によってスピンオフを起こす事例についての研究も知られている（與倉 2012, 
長山 2012）。このように、形成されたコミュニティに関する研究事例は非常に多い。また開発の初期段

階でのコミュニティの役割、たとえばフライトシミュレータの開発について CTO が有効に機能したこ

とを指摘した研究（ROSENKOPF1998）、R＆D に関するプロジェクトが立ち上がるところで複数組織
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によるイノベーション・コミュニティ形成の重要性を指摘した研究（金 2005）がある。 
 しかし技術開発の初期に共有される目的の生成過程やコミュニティの形成過程そのものについて検

証した研究事例は少ない。 
 
研究対象 研究方法 

複数の技術分野が関連する新規技術開発について、開発にあたって行われた標準化と新規技術分野と

いうコミュニティ形成過程について検証する。具体的事例として住宅用太陽光発電システムを支える技

術開発をとりあげ、文献およびインタビューによる調査を行った。事例研究を通し、関連する別の技術

分野について標準化を試み、この標準が複数の技術分野で共有されることで新たな技術者コミュニティ

が形成される過程を検証する。 
 
事例研究 

住宅用太陽光発電システムを構成する技術 
 住宅用太陽光発電システムを構成する技術の関

連を図１に示す。 
 1980 年ごろは、このうちシステム構成機器（太

陽電池モジュール・インバータ）、電力系統、住宅

の 3 分野が既存技術として確立されており、太陽

電池モジュールの住宅屋根への設置施工技術、太

陽光発電の系統連系技術が開発要素として存在していた。これら 2 つの開発要素における標準化の実施

とコミュニティの形成過程について検証する。 
 
太陽電池モジュールの住宅屋根への設置施工 
 太陽電池モジュールを屋根に設置（安全に固定）する技術である。住宅の屋根に機器を設置する技術

分野は既に存在していた。そのような専門性をもった技術者が新たな技術開発としてこの技術開発に取

り組んだ。住宅の屋根の構造そのもの、もしくは太陽電池モジュールの構造を見直すことも選択肢とし

て考えられたが、実際には既存住宅の屋根への設置を想定し屋根構造はすでに存在しているものを整理

し標準とみなした。太陽電池モジュールの構造についても既存のものをそのまま用いた。 
また実証研究はサンシャインプロジェクトの一環として開発予算を得ていたが、技術検討に用いられ

たモジュールは先に挙げた量産品であり必ずしもサンシャインプロジェクトの成果ではない。そして形

式的には「買い上げ」という形であったが、実際には各社の技術者も技術検討の現場へ赴き技術的なバ

ックアップを行っていた。このような動きが先の標準を共有し新たな技術分野を確立・推進を共通の目

的とした技術者コミュニティが形成されたと理解できる。（技術流出を懸念しこのような協力は行わな

い場合も少なくない中、本事例においては所属の枠を超えた技術者間の積極的な協力があった） 
 

太陽光発電の系統連系 
 一般の需要家が接続する条件で発電機が連系する場合の技術要件は、すでに火力発電などに対して確

立されていた。またこれらの技術に精通した技術者の多くは電力中央研究所や各電力会社に所属してい

た。 
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既存の太陽電池モジュールを利用した太陽光発電ではこれら他の既存の発電機構と大きく異なると

ころがあった。出力の変動が制御できず、また非常に急激に出力が変動することがおこりうることであ

る。これは電力系統を運用する立場からは非常に好ましくない。しかし、実際にはこの特性を前提とし

た技術検討が進められた。太陽光発電の動作特性についての標準化が行われたと理解することができる。 
また、実証研究に用いられた太陽電池モジュールについては、先に挙げた屋根設置施工とまったく同

じであった。系統連系技術の開発においても、この新しい技術分野を共有する技術者コミュニティが形

成されていたといえる。 
 

分析結果 考察 

分析結果をまとめると以下のとおりである。屋根、系統連系いずれについても、新しい技術開発が既

存技術について自分たちの開発の前提条件として記述することで事実上の標準化を行っている。この標

準化にあたって、新規技術分野は関連する既存技術をそのまま標準として採用している。その一方で、

実際の技術検討の推進にあたっては既存技術を知る技術者の協力を仰ぎ、技術検討の成功を通じて新た

な技術者コミュニティが形成されている。 
つまり、新しい分野によって既存技術分野について一定の標準化を行なわれたと考えることができる。

またこの標準化が既存技術の技術者との間で共有されればそこに新たなコミュニティが形成されたと

考えることができる。標準化を共有する目的とするコミュニティの形成過程の一形態とみなすことがで

きる。 
また、このような事象が実現した背景として以下のような可能性が考えられる。 
建築、電力のように、社会インフラとのつながりが深い技術分野においては、新たなシステム技術の

開発にあたって複数の要素技術を同時に開発もしくは変更を実施することは現実的ではない。この場合、

新たな技術開発を始めるにあたって、関連する既存技術をそのまま開発の前提条件として記述するとこ

ろから始まることは自然なことだったかもしれない。そしてこのような交流が 1990 年代に入ってから

の太陽光発電シンポジウムやＰＶハウス調査のような、公式な標準を制定するコミッティの下地となっ

たと理解できる。 
 
結論 今後の課題 

標準化と新たな技術者コミュニティの形成過程について、まず新規開発要件を抱えたある既存技術分

野が、関連する別の技術分野について標準化を試み、この標準が複数の技術分野で共有されることで新

たな技術者コミュニティが形成されることが確認された。 
今後の課題として、まずこの事例研究は 1980 年代に進められた関連技術のすべてに言及していない

ことを指摘する必要がある。たとえば系統連系においては、（1990 年代の市場立ち上げ期には日の目を

見なかったが）、他の技術者たちによって出力変動を緩和する蓄電池併用システムの検討も行われてい

た。上記と関連し既存技術の選択に複数の選択肢があった場合、だれがどのような基準で特定の既存技

術を選択したのかに触れていない。おそらく研究者・開発者個人の判断が大きいと推察されるが、個別

の技術者がどのような選択行動をとったのか、学習プロセスの視点から事例研究・検証を行う必要があ

る。 
所属を超えた協力を促進する動機にも言及していない。また本事例のようにして形成された実践コミ

ュニティは拡張しやすく、実際に市場が立ち上がったあとシェアの確保に有利だった可能性がある。そ
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の理由として商流もしくは商品・製品の特性に依存することが考えらえるが、この点についての検証は

行っていない。 
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